
 

 
平成３１年３月１５日 

中 部 地 方 整 備 局 

港湾空港防災・危機管理課 

行動計画により巨大台風から港･産業を守る！ 

 

  

 

 

 

 

港湾の堤外地等については、高潮による浸水被害が発生すると、我が国の港湾物流ネットワークや立

地企業の生産活動が大きく停滞する可能性があることから、国土交通省港湾局及び中部地方整備局等は、

平成 30 年３月に、「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン（以下「ガイドライン」

という。）」及び「伊勢湾のフェーズ別高潮対応計画」等を策定し、高潮対策を推進しているところです。 

一方、先般の台風 21 号により、神戸港六甲アイランドのコンテナターミナル等が高潮により浸水し、

コンテナの航路・泊地への流出や荷役機械等の電気系設備等の故障により、神戸港の港湾機能が著しく

低下するなど、大阪湾内の港湾が大きな被害を受けました。 

このような状況を受け、中部地方整備局は、各港湾の特性を踏まえた高潮･暴風に対する被害軽減のた

めの方策を検討するとともに、ガイドライン等に基づく、中部管内の各港湾での「フェーズ別高潮・暴

風対応計画」の策定を推進するため、学識者及び行政機関からなる検討委員会を昨年１１月８日に設置

し、検討を開始しました。本年度２回目となる今回の検討委員会では以下の内容について検討を行いま

す。 

１．日時：平成３１年３月１９日（火）  １５：００～１７：００ 

２．場所：中部地方整備局 丸の内庁舎 １階 第１会議室 

（愛知県名古屋市中区丸の内２－１－３６ NUP・フジサワ丸の内ビル） 

３．議題案： 

（１）港湾における高潮・暴風対策検討委員会振り返り 

（２）中部の各港湾における高潮･暴風対応計画の報告 

 （３）今後の中部の港湾における高潮･暴風対策の推進 等 

４．委員名簿：別紙参照 

５．その他 

・委員会は、非公開で行います。ただし、報道関係者に限り委員会冒頭から上記議題の 

『中部の各港湾における高潮･暴風対応計画の報告』まで傍聴及び撮影を可能とします。 

 ・撮影をご希望の方は、３月１８日（月）１７時までに別添ＦＡＸ送信票にて申込みの上、 

電話により確認して下さい。 

・当日は１４時５０分までに直接開催場所にお越しください。 

６．配布先 中部地方整備局記者クラブ、中部専門記者会、名古屋港記者クラブ、 

港湾新聞社、港湾空港タイムス、日本海事新聞社、海事プレス、 

マリタイムデーリーニュース 

７．問い合わせ先： 中部地方整備局 防災・危機管理課 堀池、宮原 

         TEL：０５２－２０９－６３２８  FAX：０５２－２０９－６３３４ 

大型台風による港湾の高潮等による被害の軽減に向けて、新たに

作成した中部の港湾の高潮・暴風対応計画や今後の対策の推進等に

ついて議論する委員会を開催します。 



別紙                                                    

平成 30 年度 中部の港湾における高潮・暴風対策検討委員会（第２回） 

委員構成 

区分 氏  名 所   属 

委員長 富田 孝史 名古屋大学大学院 環境学研究科 都市環境学専攻 都市持続発展論講座 教授 

委員 加藤 茂 豊橋技術科学大学 建築・都市ｼｽﾃﾑ学系 教授 

委員 熊谷 兼太郎 国土交通省 国土技術政策総合研究所 沿岸海洋・防災研究部 津波・高潮災害研究官 

委員 河合 弘泰 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 海洋情報・津波研究領域長 

委員 田宮 睦雄 愛知県 建設部 港湾課長 

委員 佐々木 浩二 名古屋港管理組合 総務部 危機管理課長 

委員 竹内 正幸 三重県 県土整備部 港湾・海岸課長 

委員 吉田 実 四日市港管理組合 経営企画部 防災営繕課長 

委員 木村 尚之 静岡県 交通基盤部 港湾局 港湾企画課長 

委員 鈴木 伸尚 愛知県 蒲郡市 建設部長 

委員 鈴木 良一 愛知県 南知多町 建設経済部長 

委員 太田 俊成 愛知県 田原市 建設部長 

委員 手塚 和人 静岡県 焼津市 建設部 大井川港管理事務長  

委員 五十里 勇人 名古屋地方気象台 気象防災情報調整官 

委員 平澤 大輔 第四管区 海上保安本部 交通部 航行安全課長 

オブ 木村 俊介 国土交通省 中部地方整備局 清水港湾事務所 所長 

オブ 鎌田 一郎 国土交通省 中部地方整備局 名古屋港湾事務所 所長 

オブ 山口 隼人 国土交通省 中部地方整備局 三河港湾事務所 所長 

オブ 佐藤 誠 国土交通省 中部地方整備局 四日市港湾事務所 所長 

オブ 杉 栄一郎 国土交通省 中部地方整備局 名古屋港湾空港技術調査事務所 所長 

（敬称略） 



中部地方整備局　港湾空港部
港湾空港防災・危機管理課　宮原・久保　宛

電話番号：０５２－２０９－６３２８
 FAX番号：０５２－２０９－６３３４

※FAXの到着確認のご連絡を、上記の電話番号にお願い致します。

申込方法：以下にご記入のうえ、FAXにてお申し込み下さい。

　会　　社　　名　： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　部　　署　　名　： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　代 表 者 氏 名 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　 役　職　： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
取　　　材　　　者

　同 行 者 氏 名 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　 役　職　： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　同 行 者 氏 名 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　 役　職　： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　電　話　番　号 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　Ｆ  Ａ  Ｘ  番  号： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申込み締切：平成３１年３月１８日（月）　　　17時必着
　　　（※当日会場受付でも申込み可能ですが、可能な限り事前に申し込み願います。）

「中部の港湾における高潮･暴風対策検討委員会」（第２回）

　 連　　　絡　　　先

　※　代表者の連絡先
　　　 を記入願います。

会社名及び部署名

　※　全員分の氏名・役職
　　　 を記入願います。

取 材 申 込 書

別紙
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